




































































































（様式第１－１)

一般社団法人

都市ガス振興センター 御中

記

１．申請者

－

※ 記入順序は所有者、使用者、その他の順とし、複数の申請者が補助対象設備を所有する予定の

場合は補助金交付申請金額が多い申請者を先に記入すること

受 理 番 号 （センターで記入） 番　　号

役　　職 代表取締役

申請日(記入日)

令 和 7 4 25

   災害時の強靱性向上に資する天然ガス利用設備導入支援事業費補助金交付規程第７条第２項の規
定に基づき、下記のとおり補助金の交付を申請します。

法人名 虎ノ門リゾート株式会社

代表者名 新橋　一郎

令和７年度 災害時の強靱性向上に資する天然ガス利用設備導入支援事業費補助金
（災害時にも対応可能な天然ガス利用設備）

交付申請書

住　　所

（ 105 0004 ）

東京都港区新橋3-7-9

年 月 日

公募期間内であることを確認

申請者が複数の場合は、

複数申請用シートに記入してください

記入例
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（様式第２－１）

１．補助事業の実施計画

（１）実施場所

（ － ）

   ※　最寄り駅の入った地図を添付し、施設の位置を明記すること。

（２）補助事業の概要

ａ．従来設備と補助事業設備の種類と能力

ｂ．付帯設備の補助対象範囲

ｃ．支払い方法　　　　

※　共同申請にかかる相互の契約や役割分担が分かる資料を添付すること。

0004

東京都港区新橋3-7-9

最寄り駅
またはバス停

ＪＲ新橋駅

令和７年度 災害時の強靱性向上に資する天然ガス利用設備導入支援事業費補助金
（災害時にも対応可能な天然ガス利用設備）

実施計画書

撤　去 なし

施設の名称 虎ノ門ホテル

施設の所有者 虎ノ門リゾート株式会社

従来設備
GHP（停電対応型）56kW×1台
GHP（標準型）56kW×1台、71kW×1台（計　183kW）

住 所

105

更　新 室内機、防振架台、リモコン

新　設 専用ガス流量計、ガス配管

補助事業設備

補助対象
CGS（停電対応型）35kW×1台
GHP（停電対応型）56kW×3台（計　168kW）

補助対象外 GHP（標準型）71kW×1台（計　71kW）

設備の用途
発電：1Fロビーへ給電
排熱：給湯利用
空調：1F、2F、3F共用部の空調

設備使用者の計画
　金融機関振込 　 　リース 　　 賃貸 　　エネルギーサービス(含むESCO)

　支払い委託(金融機関名称：　　　　　　　　　　　　　　)

共同申請情報
設備所有者：虎ノ門ファイナンス㈱

設備使用者：虎ノ門リゾート㈱

該当する項目にチェック

共同申請の場合はそれぞれ記入

補助事業で導入するＣＧＳ、ＧＨＰについて

補助対象と補助対象外に分けて記入

申請者が複数の場合は、

複数申請用シートに記入してください

都道府県から記入

○○線、○○駅等を記入

○○㈱、○○工場等を記入

補助対象設備の用途を記入

記入例
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ｄ．その他確認事項

（３）事業実施工程表

　　　・別紙「発注計画書」のとおり。

　　　・補助事業の開始及び完了予定日

※　開始日は、契約締結日を記入すること。複数契約がある場合は最も早い契約日を記入すること。

※　完了日は、支払完了日を記入すること。複数契約がある場合は最も遅い支払日を記入すること。

（４）審査に係る事項

ａ．設置場所

ｂ－①．供給状況

ｂ－②．供給方式が「耐震性を向上させた低圧導管でガス供給を受けている」の場合は、以下を記入すること。

ｃ-①．施設区分

※災害時の強靱性向上に資する天然ガス利用設備導入支援事業費補助金交付規程第３条 第２項（６）（ア）～（ウ）

のいずれかの施設。ただし、ＺＥＢ（平均でエネルギー消費量が正味でおおむねゼロ以下となる建築物）を除く。

　（ア）災害時に避難所等として活用される国や地方公共団体の防災計画指定の施設、国や地方公共団体と協定

　　　　を締結されている（見込みも含む）地域住民に空間等を提供する施設

　（イ）災害時に活動拠点等として活用される国や地方公共団体の防災上中核となる施設

　（ウ）災害時に避難所等として活用される国や地方公共団体と協定を締結している（見込みも含む）施設

 

ｃ-②．避難所面積

事業全体
開始予定日 令和 7 年 9 月 1 日

完了予定日 令和 8 年 1 月

その他確認事項

東京都 港区 大都市・地震エリア 済

供給方式 供給状況

30 日

都道府県 市区町村 指定区分 BOS設置済

施設区分 協定の内容 締結状況

ウ_災害時に避難所等として活用される国や地
方公共団体と協定を締結している施設

避難所 締結済み

耐震性を向上させた低圧導管による供給 既存(供給中)入替不要

本支管 引込管

ポリエチレン管 ポリエチレン管

避難所面積(㎡) 費用対効果(避難所面積【㎡】/補助対象経費【百万円】)

2,000 58.997 ㎡ / 百万円

公募説明会資料の別表１を参照、入力

開始予定日は、補助事業の中で、最初に契約を締結する日、

完了予定日は、補助事業の中で、最終支払を完了する日を記入

供給方式、供給状況をプルダウンから選択

施設区分、協定の内容、締結状況をプルダウンから選択

小数点第四位を四捨五入した値を

記入すること

低圧供給等の場合、本支管・引込管の管種をプルダウンから選択。中圧供給の場合は「－」を選択

別紙1から避難所面積を転記

その他確認事項（ガス管按分、ジェネリンク等の能力按分,常設のガス発生装置の

設置、賃金引上げ計画書提出、地域未来牽引企業等事業者表明書提出、ワー

ク・ライフ・バランス等推進事業者表明書提出、洪水浸水想定区域に該当等を当

欄に記入。

51



ｄ．その他確認事項

ｅ．省エネ性と費用対効果

※　費用対効果は（補助対象経費(千円)／定格出力(kW)）を記入すること。

※　CO2排出削減量、CO2削減率はコージェネのみ記入すること。

２．補助対象経費の算出根拠
　別紙「申請金額整理表」のとおり。

補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の配分額

 　 なお、消費税及び地方消費税相当額を差し引いた金額を記入すること。

※「補助対象経費」には、「補助事業に要する経費」のうちで補助対象となる経費について、

　　消費税及び地方消費税相当額を差し引いた金額を記入すること。

※「補助金交付申請額」は、「補助対象経費」のうちで補助金の交付を希望する額で、

　　その限度は、「補助対象経費」に補助率を乗じた額（１円未満は切捨て）をいいます。

※　申請者が複数の場合、合計金額を記入すること。

ZEB（平均でエネルギー消費量が正味でおおむねゼロ以下となる建築物）ではないこと

「災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事業費補助金（災害時に備えた社
会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事業のうち石油製品利用促進対策事業のうち石油製品
（石油ガスを除く）タンク等の導入に係るもの）」を活用し、石油製品（石油ガスを除く）タンク等
を導入した施設ではないこと

低圧供給の場合、相当程度の揺れのある地震が発生した場合は、ガスの供給が停止し天然ガス利用設
備が起動しなくなることについて確認していること

評価項目 導入効果

チェック 内容

ＣＯ２削減率 26.0 ％

区　分 補助事業に要する経費 補助対象経費 補助率 補助金交付申請額

費用対効果 484.2 千円／kW

ＣＯ２排出削減量 37.7 ▲t‐CO2/年

1/3 0 円

Ⅱ． 既存設備撤去費 1,500,000 円 1,000,000 円 1/3

Ⅰ． 設　計　費 100,000 円 0 円

333,333 円

Ⅲ． 新規設備機器費 15,000,000 円 15,000,000 円 1/3 5,000,000 円

Ⅳ． 新規設備設置工事費 17,000,000 円 17,000,000 円 1/3 5,666,666 円

1/3 300,000 円

合　計 35,600,000 円 33,900,000 円 11,299,999

Ⅴ． 敷地内ガス管敷設費 2,000,000 円 900,000 円

円

※「補助事業に要する経費」とは、当該事業を遂行するために必要な経費を意味します。

該当する項目にチェック

導入設備がCGS、またはCGS+GHP（GHP以外にも給電）の場合、別紙6-1計算シート㊴の数値を転記。

GHP、またはCGS+GHP(GHPのみ給電)の場合、「補助対象経費(千円)/補助対象となるGHPの定格冷房

能力(kW)」の値を記入

GHPの場合、CO2排出削減量
削減率の欄に「－」を記入

該当する経費がない場合は、「0」を記入金額は税抜で記入

補助事業に要する経費のうち、補助対象外の経費を除外した金額を記入。

⇒ 見積書との整合を確認すること

小数点第二位以下は切り捨てで記入

「補助率」は
プルダウンから選択
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３．補助対象設備の仕様

（１）設備仕様

<a.コージェネレーション>

※　効率は低位発熱量基準定格運転時のもので、小数点第２位を四捨五入した値を記入すること。

※　「燃料消費量」及び「定格発電出力」は設備の定格値を記入すること。

※　全ての申請設備群ごとに全数記入すること記入枠は必要な数を追加すること。

<ｂ.ＧＨＰ>

※　「燃料消費量」及び「定格出力」は設備の定格値を記入すること。

※　全ての申請設備群ごとに全数記入すること記入枠は必要な数を追加すること。

停電
対応

① ② ①×②＝③ ④ ⑤＝④÷③×3.6

設備名称

燃料消費量
（Nm3/h）

単位発熱量
（GJ/千Nm3）
（低位基準）

燃料消費量
（MJ/h）

定格発電出力
(kW）

発電効率
（LHV %） 総合効率

（LHV %）
台数

88.0 1 〇停電対応型ＣＧＳ 9.26 40.6 376.0 35.0 33.5

合計 9.26 376.0 35.0 1

定格冷房
能力(kW)

台数
停電
対応

① ② ③ ④=①×③×3.6 ⑤＝②×③×3.6

設備名称

燃料消費量
発電時
（kW）

燃料消費量
非発電時
（kW）

単位発熱量
（GJ/千Nm3）
（高位基準）

燃料消費量
発電時
（MJ/h）

燃料消費量
非発電時
（MJ/h）

56.0 3 〇

標準型ＧＨＰ 0.0 45.3 45.0 0.0 7,338.6 56.0

停電対応型ＧＨＰ 65.3 59.6 45.0 10,578.6 9,655.2

1 〇

224.0 4合計 195.9 224.1 31,735.8 36,304.2

プルダウンから選択

低位発熱量（LHV）であることに注意 LHVであることに注意

プルダウンから選択

プルダウンから選択

高位発熱量（HHV）であることに注意 プルダウンから選択定格冷房時の値を記入

標準型ＧＨＰの場合は「０」を記入

停電対応型CGSの給電で稼働する
標準型GHPは「〇」を選択
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４．補助事業担当窓口

（１）申請者

（ － ）

－ － － －

（２）補助事業後の都市ガス導管事業者

（ － ）

－ － － －

（フリガナ） トラノモン　ジロウ

実施責任者名 虎ノ門　次郎

役 職 主任

法人名 虎ノ門リゾート株式会社

部署名 施設管理部

3000 1000

E-mailアドレス toshi_gas@tora.com

法人名 虎ノ門ガス株式会社

住 所
105 0004

東京都港区新橋3-7-9

電話番号 03 6435 7692 FAX番号 03

役 職 係長

住 所

105 0004

東京都港区新橋3-7-9

部署名 導管部

（フリガナ） シンバシ　サブロウ

担当者名 新橋　三郎

6435 7692

E-mailアドレス shinbashi.jiro@gas.com

電話番号 03 6435 7692 FAX番号 03
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５．補助事業者の概要

（ － ）

－ － － －

円 人

円 円

所有者

使用者

エネルギーサービス事業者（補助対象設備を使用し電力や熱を販売する）

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

※　各項目について直近決算年度末の数値を補助事業者の単体ベースで記入すること。

６．資金調達計画（補助事業に要する経費）

※　金額に消費税等は含まないこと。

※　申請者が複数の場合、合計金額を記入し、申請者ごとの計画が分かる書類を添付すること。

７．確認事項
*該当する項目にチェックすること。

※　補助対象経費に、国からの補助金（補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第2条第1項に規定する補助金等をいう。）

　　の対象経費を含む事業ではないこと（法令等の規定により、補助対象経費に充当することが認められているものを除く）。

※　他の補助金も申請されている場合は、補助を受ける事業の概要がわかる資料を添付すること。

代表者名 新橋　一郎

役 職 代表取締役社長

住 所

105 0004

東京都港区新橋3-7-9

法人名 虎ノ門リゾート株式会社

6435 7692

業 種 宿泊業 サービス業

資本金※ 100,000,000 従業員数※ 2,000,000

電話番号 03 6435 7691 FAX番号 03

補助対象設備
に対する申請

者の役割

補 助 金 自己資金 借 入 金 合   計

決算情報※ 前年度 売上高 50,000,000,000 経常利益 900,000,000

自社製品の調達等

資金調達計画の中で借入金を含む場合、本事業で導入する設備を担保としないこと

円 35,600,000 円

以下のいずれかに該当する補助金(※)を活用している。※交付金や融資等の公的支援を含む
①当該補助対象設備導入のために併願している補助金
②①の設備を導入する避難施設や防災上中核となる施設の整備等のための補助金
③②の施設におけるその他設備等(例：防災資機材や備蓄用品等)の導入のための補助金
※予定含む全ての補助金名を記載してください
補助金名称：

調達金額 11,299,999 円 24,300,001 円 0

会社法上の会社以外の法人の資本金・売上高・経常利益の記入方法
医療法人 社会福祉法人 学校法人

資本金 「－」を記入 「－」を記入 「－」を記入

事業損益の内、事業収益の合計 サービス活動収益計 教育研究事業収入計

本来業務+附帯業務+収益業務の
事業収益

介護報酬・委託費・施設型給付費
＋利用者等利用料＋補助金＋寄附金

学生生徒等納付金+手数料+寄付金
+補助金+事業収入＋雑収入

経常利益 経常利益 経常増減差額 経常収支差額

売上高

※該当するすべての項目にチェック。いずれも該当しない場合、その他欄に内容を記入

借入金がない場合は、「0」を記入

該当するすべての項目にチェック
申請する設備が他の補助金と重複する場合、補助金名称を記入

法人名、代表者名、役職、住所は履歴事項全部事項証明書に記載の通りに記入

業種は、日本標準産業分類（参考資料１）より選択

左欄をプルダウンから選択（右欄は自動表示）
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（別紙3）

合計

※　金額に消費税等は含まないこと

0
円

合　　　計 1,500,000
円

1,000,000
円

333,333
円

Ⅴ．敷地内ガス管敷設費 0
円

0
円

1/3

0
円

Ⅳ．新規設備設置工事費 0
円

0
円

1/3 0
円

Ⅲ．新規設備機器費 0
円

0
円

1/3

0
円

Ⅱ．既存設備撤去費 1,500,000
円

1,000,000
円

1/3 333,333
円

Ⅰ．設　計　費 0
円

0
円

1/3

虎ノ門リゾート株式会社

区　分 補助事業に要する経費 補助対象経費 補助率 補助金交付申請額

300,000
円

合　　　計 34,100,000
円

32,900,000
円

10,966,666
円

Ⅴ．敷地内ガス管敷設費 2,000,000
円

900,000
円

1/3

5,000,000
円

Ⅳ．新規設備設置工事費 17,000,000
円

17,000,000
円

1/3 5,666,666
円

Ⅲ．新規設備機器費 15,000,000
円

15,000,000
円

1/3

0
円

Ⅱ．既存設備撤去費 0
円

0
円

1/3 0
円

Ⅰ．設　計　費 100,000
円

0
円

1/3

虎ノ門ファイナンス株式会社

区　分 補助事業に要する経費 補助対象経費 補助率 補助金交付申請額

300,000
円

合　　　計 35,600,000
円

33,900,000
円

11,299,999
円

Ⅴ．敷地内ガス管敷設費 2,000,000
円

900,000
円

1/3

5,000,000
円

Ⅳ．新規設備設置工事費 17,000,000
円

17,000,000
円

1/3 5,666,666
円

Ⅲ．新規設備機器費 15,000,000
円

15,000,000
円

1/3

補助事業に要する経費等の申請者別内訳について

区　分 補助事業に要する経費 補助対象経費 補助率 補助金交付申請額

0
円

Ⅱ．既存設備撤去費 1,500,000
円

1,000,000
円

1/3 333,333
円

Ⅰ．設　計　費 100,000
円

0
円

1/3

補助事業に要する経費、補助対象経費を記入

申請者が複数の場合に作成

プルダウンから選択

記入例

58



（別紙4）

虎ノ門ファイナンス株式会社

虎ノ門リゾート株式会社

※ 金額に消費税等は含まないこと

円
1,500,000

円
調達金額 333,333

円
1,166,667

円
0

円
34,100,000

円

調 達 先 補 助 金 自己資金 借 入 金 合　　計

調達金額 10,966,666
円

23,133,334
円

0

申請者別の資金調達計画について

調 達 先 補 助 金 自己資金 借 入 金 合　　計

借入金がない場合は、「0」を記入

申請者が複数の場合に作成

記入例
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（別紙5）

19

17

18

15

16

13

14

11 令 和 8 年 1 月 30 日 支払い完了(予定)

12 令 和 8 年 2 月 10 日 実績報告(予定)

9 令 和 8 年 1 月 16 日 検収(予定)

10 令 和 8 年 1 月 16 日 請求(予定)

7 令 和 7 年 12 月 10 日 中間報告(予定)

8 令 和 8 年 1 月 15 日 納品(予定)

5 令 和 7 年 8 月 25 日 実施見積回答(予定)

6 令 和 7 年 9 月 1 日 契約締結(予定)

3 令 和 7 年 5 月 19 日 交付申請

4 令 和 7 年 8 月 18 日 実施見積依頼(予定)

1 令 和 7 年 4 月 21 日 概算見積依頼（虎ノ門工業(株)）

2 令 和 7 年 5 月 12 日 概算見積回答（虎ノ門工業㈱：35,600,000円税別）

令和７年度災害時の強靱性向上に資する天然ガス利用設備導入支援事業費補助金

発注計画書

件名： ＣＧＳ更新工事

Ｎｏ 年　月　日 発　注　計　画

契約件名を記入

補助対象経費を含むすべての契約について、契約毎ごとに本紙を作成

金額は税別価格を記入

交付申請以降は、予定を記入

Ｒ〇／△△／□□ 形式で入力

記入例
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【参考資料１】

日本標準産業分類（令和5年7月改定）

分類 業種 業種分類
農業、林業

Ａ０１ 農業 製造業その他
Ａ０２ 林業 製造業その他

漁業
Ｂ０３ 漁業（水産養殖業を除く） 製造業その他
Ｂ０４ 水産養殖業 製造業その他

鉱業、採石業、砂利採取業
Ｃ０５ 鉱業、採石業、砂利採取業 製造業その他

建設業
Ｄ０６ 総合工事業 製造業その他
Ｄ０７ 職別工事業（設備工事業を除く） 製造業その他
Ｄ０８ 設備工事業 製造業その他

製造業
Ｅ０９ 食料品製造業 製造業その他
Ｅ１０ 飲料・たばこ・飼料製造業 製造業その他
Ｅ１１ 繊維工業 製造業その他
Ｅ１２ 木材・木製品製造業（家具を除く） 製造業その他
Ｅ１３ 家具・装備品製造業 製造業その他
Ｅ１４ パルプ・紙・紙加工品製造業 製造業その他
Ｅ１５ 印刷・同関連業 製造業その他
Ｅ１６ 化学工業 製造業その他
Ｅ１７ 石油製品・石炭製品製造業 製造業その他
Ｅ１８ プラスチック製品製造業 製造業その他
Ｅ１９ ゴム製品製造業 製造業その他
Ｅ２０ なめし革・同製品・毛皮製造業 製造業その他
Ｅ２１ 窯業・土石製品製造業 製造業その他
Ｅ２２ 鉄鋼業 製造業その他
Ｅ２３ 非鉄金属製造業 製造業その他
Ｅ２４ 金属製品製造業 製造業その他
Ｅ２５ はん用機械器具製造業 製造業その他
Ｅ２６ 生産用機械器具製造業 製造業その他
Ｅ２７ 業務用機械器具製造業 製造業その他
Ｅ２８ 電子部品・デバイス・電子回路製造業 製造業その他
Ｅ２９ 電気機械器具製造業 製造業その他
Ｅ３０ 情報通信機械器具製造業 製造業その他
Ｅ３１ 輸送用機械器具製造業 製造業その他
Ｅ３２ その他の製造業 製造業その他

電気・ガス・熱供給・水道業
Ｆ３３ 電気業 製造業その他
Ｆ３４ ガス業 製造業その他
Ｆ３５ 熱供給業 製造業その他
Ｆ３６ 水道業 製造業その他
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情報通信業
Ｇ３７ 通信業 製造業その他
Ｇ３８ 放送業 サービス業
Ｇ３９ 情報サービス業 サービス業
Ｇ４０ インターネット付随サービス業 製造業その他

　　（映像・音声・文字情報制作業）
Ｇ４１０ 管理、補助的経済活動を行う事業所 製造業その他
Ｇ４１１ 映像情報制作・配給業 サービス業
Ｇ４１２ 音声情報制作業 サービス業
Ｇ４１３ 新聞業 製造業その他
Ｇ４１４ 出版業 製造業その他
Ｇ４１５ 広告制作業 サービス業
Ｇ４１６ 映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業 サービス業

運輸業、郵便業
Ｈ４２ 鉄道業 製造業その他
Ｈ４３ 道路旅客運送業 製造業その他
Ｈ４４ 道路貨物運送業 製造業その他
Ｈ４５ 水運業 製造業その他
Ｈ４６ 航空運輸業 製造業その他
Ｈ４７ 倉庫業 製造業その他
Ｈ４８ 運輸に付随するサービス業 製造業その他
Ｈ４９ 郵便業（信書便事業を含む） 製造業その他

卸売業、小売業
Ｉ５０ 各種商品卸売業 卸売業
Ｉ５１ 繊維・衣服等卸売業 卸売業
Ｉ５２ 飲食料品卸売業 卸売業
Ｉ５３ 建築材料、鉱物・金属材料等卸売業 卸売業
Ｉ５４ 機械器具卸売業 卸売業
Ｉ５５ その他の卸売業 卸売業
Ｉ５６ 各種商品小売業 小売業
Ｉ５７ 織物・衣服・身の回り品小売業 小売業
Ｉ５８ 飲食料品小売業 小売業
Ｉ５９ 機械器具小売業 小売業
Ｉ６０ その他の小売業 小売業
Ｉ６１ 無店舗小売業 小売業

金融業、保険業
Ｊ６２ 銀行業 製造業その他
Ｊ６３ 協同組織金融業 製造業その他
Ｊ６４ 貸金業、クレジットカード業等非貯金信用機関 製造業その他
Ｊ６５ 金融商品取引業、商品先物取引業 製造業その他
Ｊ６６ 補助的金融業等 製造業その他
Ｊ６７ 保険業（保険媒介代理業、保険サービス業を含む） 製造業その他

不動産業、物品賃貸業
Ｋ６８ 不動産取引業 製造業その他

　　（不動産賃貸業・管理業）
Ｋ６９０ 管理、補助的経済活動を行う事業所 製造業その他
Ｋ６９１ 不動産賃貸業（貸家業、貸間業を除く） 製造業その他
Ｋ６９２ 貸家業、貸間業 製造業その他
Ｋ６９３ 駐車場業 サービス業
Ｋ６９４ 不動産管理業 製造業その他
Ｋ７０ 物品賃貸業 サービス業
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学術研究、専門・技術サービス業
Ｌ７１ 学術・開発研究機関 サービス業
Ｌ７２ 専門サービス業（他に分類されないもの） サービス業
Ｌ７３ 広告業 サービス業
Ｌ７４ 技術サービス業（他に分類されないもの） サービス業

宿泊業、飲食サービス業
Ｍ７５ 宿泊業 サービス業
Ｍ７６ 飲食店 小売業
Ｍ７７ 持ち帰り・配達飲食サービス業 小売業

生活関連サービス業、娯楽業
Ｎ７８ 洗濯・理容・美容・浴場業 サービス業

　　（その他の生活関連サービス業）
Ｎ７９０ 管理、補助的経済活動を行う事業所 サービス業
Ｎ７９１ 旅行業 製造業その他
Ｎ７９２ 家事サービス業 サービス業
Ｎ７９３ 衣服裁縫修理業 サービス業
Ｎ７９４ 物品預り業 サービス業
Ｎ７９５ 火葬・墓地管理業 サービス業
Ｎ７９６ 冠婚葬祭業 サービス業
Ｎ７９９ 他に分類されない生活関連サービス業 サービス業
Ｎ８０ 娯楽業 サービス業

教育、学習支援業
Ｏ８１ 学校教育 サービス業
Ｏ８２ その他の教育、学習支援業 サービス業

医療、福祉
Ｐ８３ 医療業 ※１ サービス業
Ｐ８４ 保健衛生 サービス業
Ｐ８５ 社会保険・社会福祉・介護事業 サービス業

複合サービス業
Ｑ８６ 郵便局 サービス業
Ｑ８７ 協同組合（他に分類されないもの） サービス業

サービス業（他に分類されないもの）
Ｒ８８ 廃棄物処理業 サービス業
Ｒ８９ 自動車整備業 サービス業
Ｒ９０ 機械等修理業 サービス業
Ｒ９１ 職業紹介・労働者派遣業 サービス業
Ｒ９２ その他の事業サービス業 サービス業
Ｒ９３ 政治・経済・文化団体 サービス業
Ｒ９４ 宗教 サービス業
Ｒ９５ その他のサービス業 サービス業
Ｒ９６ 外国公務 サービス業

公務（他に分類されるものを除く）
Ｓ９７ 国家公務 製造業その他
Ｓ９８ 地方公務 製造業その他

分類不能の産業
Ｔ９９ 分類不能の産業 製造業その他

※１ 医療法人は、中小企業者ではありません
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【参考資料２】 

共同申請となりうる各種契約の取扱い 
 

災害時に避難する状況において、避難所を開設できる方等および、災害時に設備を運転できる方、

設備を使用する方が原則申請者となります。 

 

 

１．設備所有者及び設備使用者と設備管理者がそれぞれ異なる場合 

補助対象設備を耐用期間内で適正運用管理していただくことを目的に、設備管理運営が所有

者・使用者と異なる場合は、運営会社の共同申請者として申請いただく事ができます。 

 
 
 
 
 
 
 

 
２．設備所有者、設備使用者、建物所有者が異なる場合 

補助事業設備の所有者と使用者だけではなく、避難所協定締結者である建物所有者も申請者にな

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．転リース（エネルギーサービス等） 

（１）転リースとは 

転リースとは、リース物件の所有者から当該物件のリースを受け、さらに同一物件を概ね同一の

条件で第三者にリースする取引を指します。 

 

 

 

 

 

 

 

転リースの流れ 

 

 

設備リース 

支払 

設備納入 

リース料 設備所有者 

リース会社 
設備使用者 

エネルギーサ

ービス会社等 

補助金 

 発注先 

設備リース 

リース料 

 

設備所有者

（貸与者） 

 

設備使用者

（借用者） 

 

設備運営 

管理会社 
共同申請者 

建物所有者 

（建物貸与者） 

設備所有者 

（設備貸与者） 

（建物借用者） 

設備使用者 

（設備借用者） 共同申請者 

共同申請者 
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（２）転リースを利用した事業の扱い 

①転リース会社が補助事業に必要な一定の役割（※）を担う必要があります。単にリース会社から

設備使用者の間に入ってリースするだけのものは認められません。 

※ 操業管理・メンテナンス・電気や熱の販売等 

②リース会社・転リース会社・設備使用者の３者共同申請とする必要があります。 

③各リースの契約において、設備を財産処分期間使用できる契約とする必要があります。 

④実施計画書（様式第 2）に３者の関係と役割分担を添付して下さい。 

⑤交付申請書および実績報告書に以下の書類を添付して下さい。 

・リース会社と転リース会社、転リース会社と設備使用者、各リース契約書の写し 

・各リース契約金額に関する料金計算書（補助金相当額が減額されていることを証明できる書

類） 

※交付申請書に添付する資料は案で可 

⑥事業の完了は、設備所有者（リース会社）が発注者へ経費の支払いを行った日とします。 
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【参考資料３】 

省エネルギー性の評価について 

   
 
１．省エネルギー量、省エネルギー率の計算方法 
  
（１）省エネルギー量、省エネルギー率の計算方法 

Ａ  ：補助事業設備を稼働させなかった場合の補助事業に係るシステムの年間１次エネル 
ギー消費量（従来方式） 

Ｂ   ：補助事業設備を稼働させた場合の補助事業に係るシステムの１次エネルギー消費量 
Ａ－Ｂ：省エネルギー量（補助事業設備を稼働させることによる導入対象エネルギーシステ 

ムの年間１次エネルギー削減量） 
省エネルギー率とは、{(Ａ－Ｂ)／Ａ}×１００をいいます。 
＊省エネルギー量の試算に際しては、充分な裕度を見込んで下さい。 

 
代表的な事例 

 従来方式 補助事業方式 

コージェ

ネレーシ

ョン設備

（新設）

＋ボイラ

（更新） 

   
1 次エネル

ギー消費量 
A(GJ)+C(GJ) B(GJ)+X(GJ) 

 
 （２）従来方式の効率特例 

従来方式の効率の算定として、省エネ法施行規則第４条第２項に定める「他人から供給され

た熱」の換算係数を使用することを可とします。その場合、以下の換算係数を使用します。 
  温水、冷水、産業用以外の蒸気の換算係数  1.36GJ/GJ 
  産業用蒸気の換算係数           1.02GJ/GJ 
熱の発生量に、上記の数値をかけたものが一次エネルギー消費量となります。 

 （３）電力の一次エネルギー換算、原油換算の扱い 
    ・原則として、省エネ法施行規則第４条（令和 4 年 4 月 1 日施行）により以下の数値を使用します。 

昼間（８～２２時） 9,970kJ/kWh、 夜間（２２～８時） 9,280kJ/kWh 
       上記以外の電力    9,760kJ/kWh（0.252kL/MWh） 
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 ・電力の一次換算は、省エネ法施行規則第 17 条に定める定期報告書における電気需要平準化評 
価単位を使用できます。すなわち、電気需要平準化時間帯（7～9 月及び 12～3 月の 8～22 時）

において、電力削減量を 1.3 倍して省エネルギー量を計算するものです。電力をこの時間帯で

取りまとめることができない場合は、電力の換算係数は一律に 9,760kJ/kWh とします。 
※参考： 単位の換算について 

      1kW＝3,600kJ/h＝3.6MJ/h＝860kcal/h 
      換算蒸気 1kg（100℃の飽和水を 100℃の乾き飽和蒸気に蒸発させる熱量） 
           ＝2,257kJ＝0.627kWh 
・自家発電設備により削減される電力の CO2 排出係数には、以下の数値を用いること。 

0.60kgCO2/kWh 
（出典： 2020年度における地球温暖化対策計画の進捗状況（令和 4年 6月 17日地球温暖化対策推進本部）） 

 

２．排熱排熱投入型吸収冷温水機（ジェネリンク）による省エネルギー量の考え方と容量選定 

（１） ジェネリンクによる省エネルギー量の考え方 
  【前提条件】  

ジェネリンクの定格運転時の仕様値 
冷凍能力：1,055kW、排熱回収量： 330kW、 
ガス量（排熱投入無しの場合） 800kW(HHV)、（排熱投入有りの場合）600kW(HHV) 

ジェネリンクへの年間排熱投入量  1,000GJ 
とした場合 

  ・ガス焚きの COP 
     1,055kW ÷ 800kW ＝ 1.32 
  ・排熱回収時のガス焚きによる冷凍能力寄与分 
     600kW × 1.32 ＝ 792kW 
  ・排熱回収時の排熱による冷凍能力寄与分 
     1,055kW － 792kW ＝ 263kW 
  ・排熱の COP 
     263kW ÷ 330kW ＝ 0.80 
  ・排熱による年間冷熱発生量 
     1,000GJ×0.80 ＝ 800GJ 
  ・排熱による燃料削減分（省エネルギー量） 
     800GJ÷1.32 ＝ 606GJ 
   ⇒原油換算：606GJ×0.0258kL/GJ ＝ 15.6kL 
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システムフロー 

 
 
 
（２） ジェネリンクの容量選定について 

 コージェネが発生させる排熱量とジェネリンクの排熱回収可能量は必ずしも一致するわけで

はありません。コージェネ排熱量に対してジェネリンクの排熱回収可能量が過大となっている

場合は、超過分は補助金対象外となりますのでご注意下さい。 
 
                              （機器仕様の一例） 
冷凍能力 能力(RT) 200 250 300 350 400 
 kW 703 879 1055 1266 1407 
排熱回収量 kW 220 275 330 396 440 

 
 コージェネからの排熱量を 250kW とした場合、200RT では排熱に余剰が発生し、250RT な

ら排熱量を全量飲み込める量となり、250RT を直近上位で最適容量と判断します。これを超え

た容量は能力按分し補助対象外とします。 
 
 申請時において直近上位の機種を選定する際は、候補となるメーカー・シリーズでの比較で

かまいません。交付申請時と実際に採用した機種が異なった場合は、再度容量の検証・省エネ

ルギー計算等を行って下さい。 
 

 

コージェネ ジェネリンク 

QCGS 冷水 温水 

都市ガス 

ガス焚きの COP 1.32 

排熱の COP   0.80 
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【参考資料４】 
データ報告のための計測についての留意点 

 
 補助対象設備の所有者は、設備稼働後より、導入効果を報告するためのデータ計測を行っていた

だきます。そのための計測方法に関する留意点について、以下にまとめました。 
 

①省エネルギー効果の計算は、自家発電設備の発電電力（発電端出力）ではなく、自家発電設備の

稼働に必要な補機電力等を差し引いた送電電力（送電端出力）の数値を用いる必要があります。

従って、以下のいずれかの計測が必要です。 
   １）発電電力もしくは送電電力と、補機電力の両方を計測する。 
   ２）発電電力と送電電力を計測する。 

３）時間当たりの補機電力が明らかな場合、時間当たりの補機電力に運転時間をかけて補

機電力量とする方法も可とする。この場合、送電電力のみの計測で可とする。 
 

②燃料ガスの流量測定においては、温度、圧力補正が必要になります。通常は、燃料ガスの温度、

圧力の計測が必要です。ただし、特に問題ない場合は、「温室効果ガス総排出量算定方法」（平成

２７年４月環境省地球環境局地球温暖化対策課制定）にもとづき、ガス温度 15℃、ガス圧力

1.02 気圧で代用することも可とします。 
 

③排熱利用量の計測においては、排熱発生量全量ではなく、実際に利用された熱量を計測する必要

があります。例えば、排熱の一部を冷却塔で放熱する場合、適切な熱量計測は次の図のようにな

ります。 

 
④排熱蒸気の熱量計測において、蒸気流量を給水流量で代用する場合、適切なブロー率を設定し、

以下の通り求めるよう願います。 
  排熱利用量＝給水流量×（１－ブロー率）×（蒸気エンタルピ－給水エンタルピ） 
 
 
 

冷却塔 

Ti 

ＣＧＳ F 
排熱利用先 

To 

ポンプ ポンプ 

三方弁 

三方弁 

排熱利用量の計算式 

 Q＝F・Cp・（Ti－To） 

Q ： 排熱利用量 

Cp ： 水の比熱 

F ： 排温水流量 

Ti ： 排熱利用先入温 

To ： 排熱利用先出温 

  

温度計 

温度計 

流量計 
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⑤蒸気の熱量計測においては、蒸気の流量だけでなく、給水の温度、蒸気の温度と圧力を計測し、

両者のエンタルピ差を求める必要があります。なお、設備の制御等で蒸気の温度や圧力が一定に

保たれている場合は、蒸気の温度、圧力の計測を省略してもかまいません。また、給水に水道水

を用いる場合等で水道水の温度が公表されている場合、水温の計測を省略して当該公表値を用い

てもかまいません。 
 

⑥自家発電設備が温水排熱と蒸気排熱を発生させ、温水排熱がボイラ給水予熱に使用される場合に

おいて、蒸気排熱量の計算に温水排熱が含まれないように配慮する必要があります。具体的には

次の図を参照願います。 

 

 
 
⑦排熱を複数の用途に利用し、それぞれで従来方式の効率が異なる場合（例えば排熱を給湯と冷房

に利用する場合）、省エネ計算のためにそれぞれの用途に対し排熱利用量を計測する必要があり

ます。具体的には次の図を参照願います。 

 
 

 

排温水 

排ガス 
 to 

 To 

 Ti 

 Fw 
 ti 

 ts  P 

 Fs 

給水 

ボイラ等 

給水槽 

排ガスボイラ 
蒸気 ＣＧＳ 

排熱利用量の計算式 

Q＝Qw＋Qs 
Qw＝Fw・Cp（Ti－To） 
Qs＝Fs・（hg(ts,P)－Cp･to） 
 

Q ： 排熱量 
T ： 温度 
t ： 温度 
F ： 流量 
P ： 圧力 
hg ： 蒸気の比エンタルピ 

添字は、左図参照。 

※Qs の計算で、水温に to を使用し

ていることに注意。 

Qs 

Qw 

q1 

ジェネリンク 

q2 

 T1  T2 

 T0  F2  F1 

ＣＧＳ 
 

給水 
貯湯槽 

熱交換器 

バックアップ 
ボイラ 

 

Q ： 省エネ量 
q1 ： 熱交換器排熱利用量 
q2 ： ジェネリンク排熱利用量 
T ： 温度 
F ： 流量 
η ： バックアップボイラ効率 
COPw ： ジェネリンクの温水焚き 

COP 
COPG ： ジェネリンクの燃料焚き 

COP 

添字は左図参照 
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⑦の補足 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
システムフロー図 

 
 
計測装置より取得するデータの記号 

F1 [m3/s] ： 排温水の熱交換器側流量 

F2 [m3/s] ： 排温水のジェネリンク側流量 

T0 [℃] ： 排温水の CGS 出口温度 

T1 [℃] ： 排温水の熱交換器出口温度 

T2 [℃] ： 排温水のジェネリンク出口温度 

G [m3/s] ： 燃料消費量（発熱量

45MJ/m3N） 

Tg [℃] ： 燃料ガスの温度 

Pg [Pa] ： 燃料ガスの圧力 

W [kW] ： CGS 発電量 

w [kW] ： 補機電力 

 

 

 

 

 

q1 

ジェネリンク 

q2 

 T1  T2 

 T0  F2 

ＣＧＳ 
 

給水 
貯湯槽 

熱交換器 

バックアップ 
ボイラ 

 G 

 F1 

 TG 
 

 PG 
 都市ガス 

排温水 

 W 

 w 

電力 

補機電力 
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その他記号 

q1 [kW] ： 熱交換器での排熱利用量 

q2 [kW] ： ジェネリンク排熱利用量 

Q1 [kW] ： バックアップボイラの燃料削減量 

Q2 [kW] ： ジェネリンクの燃料削減量 

Q0 [kW] ： 燃料消費量 

Q [kW] ： 燃料削減量 

 

ジェネリンクの温水利用時の COP＝0.8（機器仕様書より）、温水および冷水の換算係数 1.36[kJ/kJ]を使用す

る。 

熱交換機器の排熱利用量  q1 ＝ 4.187[kJ/(kg･K)]×1,000[kg/m3]×F1×（T1－T0） 

ジェネリンクの排熱利用量 q2 ＝ 4.187[kJ/(kg･K)]×1,000[kg/m3]×F2×（T2－T0） 

排熱によるボイラのガス削減量    Q1 ＝ 1.36×q1 

排熱によるジェネリンクの燃料削減量 Q2 ＝ 1.36×0.8×q2 ＝ 1.088×q2 

発電による一次エネルギー削減量   Q3 ＝ K×（W－w） 

※K： 電力平準化時間帯 9,970×1.3＝12,960[kJ/kWh]、その他昼間 9,970[kJ/kWh]、 

夜間 9,280[kJ/kWh] 、逆潮流電力 9,760[kJ/kWh] （時間帯に応じて適切な K を使用する。） 

燃料消費量 Q0 ＝ 45,000×G×273.15÷（273.15＋Tg）×（101,325＋Pg）÷101,325 

※１気圧＝101,325[Pa] 

燃料削減量 Q ＝ (Q1＋Q2＋Q3)－Q0 

 

⑧自家発電設備等の内部に備えられたセンサーや弁開度等から熱量や流量を求め、遠隔監視等で計

測するものにあっては、測定方法が妥当と認められるものであれば、報告データとして認めま

す。計算根拠資料に、計測値が自家発電設備からの遠隔監視データである旨、記載願います。 

※計測方法の詳細を確認する場合がありますので、その際は必要な資料をご用意下さい。 
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（別紙6-1）

【計算シート】

≦⑮

≦⑯

≦⑯

kW 0.0 ③

温水出力 kW 113.8 ④

機
器
仕
様

発電出力 kW 70.0 ①

送電出力（発電出力－補機電力） kW 68.0 ②

蒸気出力

燃料消費量（HHV） kW 238.7 ⑤

年
間
値

運
転
時
間

合計 h/年 2,500.0 ⑥

MWh/年 74.8 ⑪

電気需要平準化時間帯 MWh/年 95.2 ⑫

h/年 0.0 ⑨

合計 MWh/年

運転時間

昼間（電気需要平準化時間帯以外） h/年 1,100.0 ⑦

電気需要平準化時間帯 h/年 1,400.0 ⑧

夜間（22:00～翌日8:00）

蒸気出力量（③×⑥×0.0036GJ/kWh） GJ/年 0.0 ⑮

温水出力量（④×⑥×0.0036GJ/kWh） GJ/年 1,024.2 ⑯

夜間（22:00～翌日8:00） MWh/年 0.0 ⑬

逆潮流電力 MWh/年 0.0 ⑭

電
力

170.0 ⑩

構内使用電力

昼間（電気需要平準化時間帯以外）

負
荷

蒸気利用量（出力×利用率） GJ/年 0.0 ㉑

温水利用量（出力×利用率）

⑱

GJ/千Nm3 ⑰(燃料の高位発熱量)GJ/千Nm3 千Nm3/年 47.7 ⑲

燃料消費量
（HHV）

高位発熱量 ⑤×⑥×0.0036GJ/kWh GJ/年 2,148.3 ⑰

45.0 ⑰×0.0258kL/GJ kL/年 55.4

GJ/年 716.9 ㉒

冷水利用量（出力×利用率） GJ/年 0.0 ㉓

ＣＯ2排出量 tＣＯ2/年 107.0 ⑳

温水 GJ/GJ 1.36 ㉙

電
力

構内使用電力

逆潮流電力 GJ/MWh 9.76

㉔

電気需要平準化時間帯 GJ/MWh 12.96 ㉕

夜間 GJ/MWh 9.28 ㉖

昼間（電気需要平準化時間帯以外） GJ/MWh 9.97

省エネルギー量
GJ/年 806.3 ㉝

kL/年 20.8 ㉞

GJ/GJ 0.00 ㉚

従来方式一次エネルギー消費量
GJ/年 2,954.6 ㉛

kL/年 76.2 ㉜

換
算
係
数

冷水

㉗

蒸気 GJ/GJ 0.00 ㉘

ＣＯ2排出削減量 ▲tＣＯ2/年 52.1 ㊲

ＣＯ2削減率 ％ 32.7 ㊳

省エネルギー率 ％ 27.2 ㉟

従来方式ＣＯ2排出量 tＣＯ2/年 159.1 ㊱

※機器仕様は、各設備ごとの合計値を記入すること。

※電気需要平準化時間帯：7～9月、12～3月の昼間時間帯（8時から22時）

費用対効果 千円/kW 484.2 ㊴

補助対象経費 円 33,900,000 ㊵

②：補機動力の根拠を計算根拠シートで明確にする

例：仕様値、計測値、発電量×●％ 他

㉔～㉖：時間

帯に応じた計

量が困難な

場合、電力

の換算係数

はすべて9.76

とすること。

4～6月、10～11月の8:00～22:00

将来の事業状況の変化や生
産量変動、制御方法等を加味
して設定すること

燃料消費量は高位発熱量を記載すること
燃料裕度や出力裕度を考慮した数値とすること

7～9月、12～3月の8:00～22:00

【参考資料】省エネルギー性の評価についてに記載の通り、

以下の換算係数を使用しても可。

温水、冷水、産業用以外の蒸気の換算係数 1.36GJ/GJ

産業用蒸気の換算係数 1.02GJ/GJ

使用しない場合、下表に根拠となる設備の仕様値を記載のこと。

燃料の高位発熱量(GJ/千Nm3)を入力すること

補助対象経費を記入

⑭：逆潮
流電力が
ある場合
のみ記入
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数値 単位

35.0 kW/台 （ ａ ）

1.0 kW/台 （ ｂ ）

0.0 kW/台 （ ｃ ）

56.9 kW/台 （ ｄ ）

104.5 kW/台 （ ｅ ）

2 台 （ ｆ ）

２ ． 計算シート 入力値の計算根拠

番号

① 70.0 kW

② 68.0 kW

③ 0.0 kW

④ 113.8 kW

⑤ 238.7 kW

⑦ 1,100.0 h/年

⑧ 1,400.0 h/年

⑨ 0.0 h/年

⑭ 0.0 MWh/年

㉑ 0.0 GJ/年

㉒ 716.9 GJ/年

㉓ 0.0 GJ/年

㉘ 0.00 GJ/MWｈ

㉙ 1.36 GJ/MWｈ

㉚ 0.00 GJ/MWｈ

㊵ 33,900,000 円

※1　40.6MJ/m3N（低位発熱量）÷45MJ/m3N（高位発熱量）＝0.902

※2　DSS運転のため、発停時のエネルギーロスを鑑み、裕度3％とした。

※3　現状のエネルギー負荷より、温水の利用量を70％と想定。

表１ 　 停電対応型Ｃ Ｇ Ｓ 設備稼働時間

昼間 夜間

夏季 600 0
冬季 800 0

その他 1,100 0
合計 2,500 0

発電出力

（ 別紙6-2）

計算根拠

　 省エネルギー計算シート の計算根拠を下記に示す。

１ ． 導入する停電対応型Ｃ Ｇ Ｓ の仕様

項目

= (  e )  × (  f  )  ÷ 0.902※1 × 1.03※2

補機動力

蒸気発生量

温水発生量

燃料消費量( LHV)

台数

数値 計算過程

= (  a )  × ( f )

= ( ① - ( b ) ) × ( f )

=（ ｃ ） ×（ ｆ ）

= (  d )  × (  f  )

稼働時間（ h/年）

表１より、中間期の昼間稼働時間

表１より、夏季および冬季の昼間稼働時間

表１より、夜間稼働時間

逆潮なし

蒸気利用なし

= ⑯ × 70％※3

冷水利用なし

蒸気利用なし

温水の換算係数

冷水利用なし

様式第２　実施計画書より

・省エネルギー量の根拠、計算の前提となる数値、単位及び式

等を具体的に示して記入する。

・原則として、国際単位系（SI）で記入すること。

「省エネ計算に使用した設備の仕様値」との整合をとること。

定格値を記入。根拠となる資料(カタログ、仕様書等)を添

付すること。

燃料消費量は高位発熱量を記載すること。
燃料裕度や出力裕度を考慮した数値とすること。

②：補機動力の根拠を計算根拠シートで明確にする。

例：仕様値、計測値、発電量×●％ 他

4～6月、10～11月の8:00～22:00

7～9月、12～3月の8:00～22:00

補助対象経費を記入
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別紙7

パナソニック産機システムズ（株）

【対象：ハイパワープラス（U-GB560U1D＊、U-GX560U1D＊）】

※複数台発電システムの場合は、各系統ごとにシートを作成し、チェックを行ってください。
※本判定シートは、停電時に電気機器のみを使用する場合には対応しておりません。

入力可能欄： 部分

【室内機消費電力と接続容量】 　※停電時に自立運転させない場合は、室外機基板設定で必ず「自立時運転しない」設定にすること

停電時
運転する

※停電時
運転しない

計 停電時
運転する

※停電時
運転しない

計 停電時
運転する

※停電時
運転しない

計 なし あり

0.26 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.34 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.26 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.34 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.27 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.34 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.28 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.38 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.39 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.49 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.41 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.49 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.80 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
1.20 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.88 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
1.20 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.93 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
1.20 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
1.01 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
1.20 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.30 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.32 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.30 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.32 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.30 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.33 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.30 3 1 4 0.180 0.060 0.240 5 2 6 〇
0.34 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.33 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.36 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.39 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.43 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.48 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.56 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.56 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.60 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
1.02 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
1.10 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
1.32 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
1.40 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
1.72 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
1.80 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.45 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.58 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.45 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.58 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.51 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.63 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.26 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.39 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.26 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.39 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.42 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.45 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.42 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.45 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.42 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.56 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.48 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.68 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.74 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.74 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.74 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.74 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.35 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.57 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.39 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.57 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.39 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.63 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.47 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.91 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.52 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.91 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.52 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.91 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.73 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
1.30 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.95 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
1.60 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
1.30 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
1.60 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇

22 0.8 0.75 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0
28 1 0.75 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0
36 1.3 0.75 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0
45 1.6 0.75 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0
56 2 0.76 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0
71 2.5 1.30 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0
90 3.2 1.40 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0

112 4 1.70 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0
140 5 2.10 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0
160 6 2.20 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0
28 1 1.50 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0
36 1.3 1.50 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0
45 1.6 1.50 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0
56 2 1.50 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0
71 2.5 2.20 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0
90 3.2 2.30 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0

112 4 2.90 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0
140 5 3.00 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0
160 6 3.10 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0
28 1 0.20 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
36 1.3 0.22 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
45 1.6 0.25 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
56 2 0.35 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
71 2.5 0.50 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
28 1 0.35 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
36 1.3 0.44 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
45 1.6 0.52 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
56 2 0.57 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
71 2.5 0.62 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
80 3 0.89 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
28 1 0.35 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
36 1.3 0.44 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
45 1.6 0.52 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
56 2 0.57 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
71 2.5 0.62 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
80 3 0.89 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇

0.50 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
0.55 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
1.00 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
1.20 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
1.50 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇
1.70 0 0.000 0.000 0.000 0 0 0 〇

3 1 4 0.180 0.060 0.240 5 2 6
24% 32%

下限 上限 下限 上限

〇 × 〇 × 〇 ×

■負荷（kVA）入力
コンセント（100V)

1.000 kVA ##### A
※入力範囲　電気機器使用可能容量以下 ※ﾏｲﾅｽの値はNG

照明等の負荷（200V）

電気機器
使用可能容量kVA

通常時 停電時
総合

判定 〇 －

5
0.300
0.340

台数
室内機の

合計消費電力(kVA)

室内機の接続容量

床置スリム

BU1

80 3
0.100
0.110

112 4
0.200
0.240

140

壁掛

KU1

0.040
0.044
0.050
0.070

ペリメータ埋込

PMU1

0.070
0.088
0.104
0.114
0.124
0.178

0.100

ペリメータ

PU1

0.070
0.088
0.104
0.114
0.124
0.178

ﾋﾞﾙﾄｲﾝ
ｵｰﾙﾀﾞｸﾄ

FEU1

0.300
0.300
0.300
0.300
0.440
0.460
0.580
0.600
0.620

160 6
0.260
0.320

ﾋﾞﾙﾄｲﾝ
ｶｾｯﾄ

FU1

0.150
0.150
0.150
0.150
0.152
0.260
0.280
0.340
0.420
0.440

0.190
0.320

80 3
0.104
0.182

90 3.2
0.104
0.182

0.136

2
0.078
0.126

71 2.5
0.094
0.182

天吊

TU1

36 1.3
0.070
0.114

45 1.6
0.078
0.114

56

112 4
0.146
0.260

140 5

高天1方向

DS1

28 1
0.084
0.090

36 1.3
0.084
0.090

45

71 2.5
0.148
0.148

80 3
0.148
0.148

1.6
0.084
0.112

56 2
0.096

1方向

DMU1

22 0.8
0.090
0.116

28

36 1.3
0.102
0.126

1方向スリム

DSU1

22 0.8
0.052
0.078

28 1
0.052
0.078

112 4
0.204
0.220

140 5
0.264
0.280

1
0.090
0.116

160 6
0.344
0.360

0.120

56 2
0.066
0.072

71 2.5
0.078
0.086

1.3
0.060
0.066

45 1.6
0.060
0.068

2方向

LU1

22 0.8
0.060
0.064

28 1
0.060
0.064

36

80 3
0.096
0.112

90 3.2
0.112

0.076

140 5
0.186
0.240

160 6
0.202
0.240

90 3.2
0.160
0.240

112 4
0.176
0.240

4方向

UU1

28 1
0.052
0.068

36 1.3
0.052

71 2.5
0.078
0.098

80 3
0.082
0.098

0.068

45 1.6
0.054
0.068

56 2
0.056

●室内機接続判定シート　ver.5.0

1 号機

機種
（下記以外は

接続できません）
型式

容量
(HP)

電流
（A）

消費電力
(kVA)

台数 合計消費電力(kVA) 合計容量(HP) ハイタップ設定

判定がすべて「〇」であること。コンセント
の欄がマイナス値となっていないこと。

本シートの室内機は、図面・見積

書と同一であること
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別紙7

※複数台設置の場合は、各系統ごとにシートを作成し、チェックを行ってください。
※停電時に運転させない室内機の接続は推奨しません。

1 号機
【対象室外機（ヤンマー）：ハイパワープラス　YBZP560L1□】

【対象室外機（ダイキン）：ハイパワープラス　GSHDP560□，GSHJP560□ 】

１）接続可能室内機　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ラウンドフロー・天井吊形
※その他の室内機はメーカーに相談ください。

２）接続可能室内機台数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2台～10台

３）接続可能室内機合計容量　　　　　　　　　　　　　　　　P280～P560（50～100%）

４）停電時空調能力　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　冷房：45㎾　暖房：50㎾

５）発電能力（INV出力ー室内機消費電力）　　　　　  1.1kVA ※左記は目安値であり、接続室内機・台数により若干異なります。

室内機冷房能力[kW] 台数 合計能力[kW]
2.2
2.8
3.6
4.5
5.6
7.1 3 21.3
8.0
9.0
11.2 3 33.6
14.0 のプルダウンメニューから接続室内機台数を選んでください。
16.0
合計 6 54.9

能力 OK

●室内機接続判定シート

ヤンマーエネルギーシステム（株）
ダイキン工業（株）

判定

台数 OK

台数・能力の両方が「ＯＫ」となるように室内機を選定する

本シートの室内機は、図面・見積

書と同一であること
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別紙7 株式会社アイシン

●室内機接続判定シート (AXHP160NA×3台以外の全ケース)
号機

※複数台設置の場合は、各系統ごとにシートを作成し、チェックを行ってください。

※室外機に接続される室内機は停電対応の可否に限らず入力してください。

【条件入力欄】 のセルに入力してください。
①電源、電力負荷情報

60 Hz
10 A 電力負荷 1.0 kVA以下

※遮断器は停電時に照明などで使用する電力負荷用の遮断器。
②室内機接続可否判定用情報

型式 台数 能力(kW) 能力計(kW) 突入電流(A) 突入電流計(A) 運転電流(A) 運転電流計(A) 停電時利用 停電時利用能力計

1 AXFP160NA 2 16.0 32.0 4.2 8.4 1.3 2.6 〇 32.0
2 AXHP56NA 4 5.6 22.4 4.1 16.2 0.6 2.4 〇 22.4
3 0.0
4 0.0
5 0.0
6 0.0
7 0.0
8 0.0
9 0.0
10 0.0
11 0.0

計 6 54.4 24.6 5.0 54.4

【判定結果】
1. 接続室内機仕様   ハイパワープラスに室内機接続が技術的に可能か

38 A以下
10 A以下

（注）判定結果が「×」（カタログ判定条件から一部外れる等により）になる場合、メーカーに接続可否及び使用可否を確認・依頼するものとする。

2.  補助金対象判定

1, 2　総合判定結果 〇　室内機入力欄の緑色ハッチングの全ての室内機が補助対象です。

【判定結果】 〇

項目 判定基準 判定結果

停電時利用室内機接続容量 停電時利用で接続容量100%（56.0kW)までは補助対象。停電時利用室内機で
100%を超える場合は補助対象外。また、停電時利用しない室内機は対象外。 〇

④室内機運転電流 〇

項目 判定基準 判定結果
①室内機接続台数 4～11台 〇
②室内機接続容量 54.0～72.8kW(96.4～130%) 〇
③室内機突入電流 〇

室
内
機

【対象室外機：GHPハイパワープラス　ABGP560F2ND,ABGP560F2NDE】

周波数
遮断器容量※

導入機種

jGrantsにファイルを添付

本シートの室内機は、図面・見積書

と同一であること
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【参考資料５】

添付書類Ⅲの「補助事業方式の設備に関する図面」について

下記①～⑥の6種類の図面を添付する。

各図面の枚数は、必要に応じて用意する。

各図面は、色分け等により申請範囲（以下の区分等）を明示すること。

・補助対象範囲、及び補助対象外範囲

※補助事業と補助事業外の工事が混在する場合は、補助事業外の範囲区分も明示すること。

・補助対象範囲内の、新設部、及び既設撤去部

※原則、補助事業のうち補助対象設備を青線、補助対象外設備を赤線、

既設撤去部を緑線で色分けし、既設を黒線にて、、図面内に凡例を記載する。

各図面には、補助事業実施場所の施設名称、図面の名称を記載すること。

その他、各図面における注意点は以下の通り。

① 全体図　：

・敷地内の全ての建屋が記載されており、対象設備(CGS、GHP室外機、ジェネリンク等)

の位置を明示すること。

・敷地内へのガス管の引き込み箇所及びガスメーター位置を明示すること。

・更新の場合、配管の撤去部が広範囲にわたる場合は明示すること。

② 機器配置図、③ システム図　：

・対象設備（主な付帯設備を含む）、配管の種別（ガス配管、温水配管等）、専用の計測装置を

明記すること。

・補助対象範囲と補助対象外範囲の境は、バルブやフランジ等を記載し、明示すること。

・更新の場合は、更新前後それぞれの図面を作成し、補助対象範囲を明示すること。

④ 単線結線図　：

・災害時に給電する負荷を明示すること。また、対象要件を満たす負荷であることを

明示すること。

・系統連系に関わる継電器や、連系保護装置の位置を明記すること。【停電対応型CGSのみ】

・発電出力計測のための電力量計の位置を明記すること。【停電対応型CGSのみ】

⑤ 敷地内ガス配管平面図、⑥ 敷地内ガス配管のアイソメ図　：

・口径、延長、分岐箇所、補助事業設備を明記すること。

※補助対象設備と対象外設備がある場合には特に、口径、延長、分岐等を詳細に記入し、

 専用配管、共用配管、対象外配管を色分け等で明記する。

・ガスメーター、専用ガス計測装置それぞれの位置を明記すること。
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【参考資料６】

「補助事業方式の設備に関する全体図」の例

（敷地と建物と機器設置位置、ガス引き込み位置が分かる図面。地図に記載していただいても可）

停電対応型ＣＧＳ

　100A×3m

取引用ガスメータ

ガス配管 80A×100m

発電機室

工場

補助対象停電対応型
CGS設置

事務所

正  門

停電対応型ＧＨＰ

取引用ガスメータ

ガス配管 50A×100m

ＧＨＰ
室外機設置場所

補助対象停電対応型
体育館 ＧＨＰ設置

校舎

正  門

虎ノ門小学校　体育館改修工事　全体図

新設：補助対象 既存：補助事業外

新設：補助対象 既存：補助事業外

虎ノ門工業株式会社　関東工場　全体図

事業所内における発電機室の位
置および敷地内ガス配管の計画を
記入。(別々の図面でも可）

敷地内における室外機設置場所の位
置および敷地内ガス配管の計画を記
入。(別々の図面でも可）

Ｍ

Ｍ
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【参考資料７】

撤去に関する図面（撤去する機器、配管がわかること）

虎ノ門小学校　体育館改修工事　撤去機器配置図

補助事業方式を示す図面（補助対象設備、配管がわかること）

虎ノ門小学校　体育館改修工事　補助事業方式機器配置図
既存：補助事業外 ( ガス配管）

「補助事業方式の設備に関する配置図」の例

撤去：補助対象
（冷媒配管）

撤去：補助対象
(ガス配管）

新設：補助対象
（冷媒配管）

新設：補助対象
(ガス配管）

既存：補助事業外 ( ガス配管）

NO.1

NO.2

体育館

停電非対応型ＧＨＰ

56kW ×2台

NO.1

NO.2

体育館

停電対応型ＧＨＰ

56kW ×2台

室内機
No.1

室内機
No.2 リモコン

室内機
No.1 リモコン

室内機
No.2

専用ガス計測装置

給湯器（既設）

給湯器（既設）
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【参考資料８】

「補助事業方式の設備に関するシステム図」の例

停電対応型ＣＧＳ（補助対象となる機器がわかること）

虎ノ門工業株式会社 関東工場 補助事業方式システム図

停電対応型ＧＨＰ（補助対象となる機器がわかること）

虎ノ門小学校　体育館改修工事 補助事業方式システム図

既存；補助事業外

新設：補助対象外

新設：補助対象外新設：補助対象

既存；補助事業外

新設：補助対象

平面図等にマーカー等で
色分けしても可。

自立運転

スイッチ

平面図等にマーカー等で
色分けしても可。

自立切替盤
室外機

室内機×〇台

室内機

リモコン

配線

冷媒配管

停電対応型

CGS本体

予熱槽

熱交換器

排熱回収配管

・ポンプ

自立負荷

自立ユニット

連系ユニット

リモコン

シスコン

専用ガス計測装置

専用ガス計測装置

Ｍ

Ｍ

～～

～～
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【参考資料９】

「補助事業方式の設備に関する単線結線図」の例

停電対応型ＣＧＳ（補助対象となる配線および発電した電気の給電先がかわること）

・系統連系に関わる継電器や、連系保護装置の位置を明記すること。
【停電対応型CGSのみ】

虎ノ門工業株式会社 関東工場 補助事業方式単線結線図

停電対応型ＧＨＰ（補助対象となる配線および発電した電気の給電先がかわること）

虎ノ門小学校　体育館改修工事 補助事業方式単線結線図

新設：補助対象 新設：補助対象外

既存；補助事業外

新設：補助対象 新設：補助対象外

既存；補助事業外

G

防災

動力負荷

防災

電灯負荷

非常用発電機

停電対応型ＣＧＳ

災害対応用

負荷

自立

ユニット

～

系統電力

一般

動力負

一般

電灯負

G

防災

動力負荷

防災

電灯負荷

非常用発電機

室外機

停電対応型ＧＨＰ

災害対応用

負荷

室内機

自立

～

系統電力

一般

動力負

一般

電灯負

スコット

トランス

スコット

トランス
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【参考資料１０】

停電対応型ＣＧＳ

虎ノ門工業株式会社 関東工場 敷地内ガス配管平面図

停電対応型ＧＨＰ

虎ノ門小学校　体育館改修工事　敷地内ガス配管平面図

「敷地内ガス配管平面図」の例

新設：補助対象 新設：補助対象外

既存；補助事業外

新設：補助対象 新設：補助対象外

既存；補助事業外

M

取引用ガスメータ

NO.1

50A×70m

Ｍ

温水ボイラ（既設）

M

80Ａ×100ｍ

32Ａ×30ｍ

NO.2

専用ガス計測装置

工場

発電機設置スペース

停電対応型ＣＧＳ

35kW ×2台

M

取引用ガスメータ

NO.1

25A×30m

Ｍ

給湯器（既設）

M

50Ａ×80ｍ

20Ａ×5ｍ

NO.2

専用ガス計測装置

体育館

停電対応型ＧＨＰ

56kW ×2台

20A×10m

20A×10m

25A×10m

25A×10m

専用ガス計測装置は
必ず記載すること

専用ガス計測装置は
必ず記載すること

89



【参考資料１１】

停電対応型ＣＧＳ

虎ノ門工業株式会社 関東工場 ガス配管アイソメ図

停電対応型ＧＨＰ　（例：敷地内ガス管が、補助対象と補助対象外と混合しているケース）

虎ノ門小学校　体育館改修工事 ガス配管アイソメ図
新設：補助対象外 既存配管

新設：補助対象 新設：補助対象外

既存；補助事業外

「敷地内ガス配管アイソメ図」の例

新設：補助対象(専用配管) 新設：補助対象(共用配管)

ＧＨＰ-１
停電対応型GHP 56kW Ｍ

取引用ガスメーター

50A×70m

停電対応型ＣＧＳ

35kW ×2台

Ｍ

M

M

取引用ガスメータ

50Ａ×100ｍ

NO.1

NO.2

専用ガス計測装置

管種、口径、延長を記入すること

25A×10m

25A×10m

分岐毎の①管種、②口径、③延長を明記すること

KP 20A×5m

KP 20A×5m

KP 20A×5m

ＧＨＰ-２
停電対応型GHP 56kW

ＧＨＰ-３
標準型GHP 71kW

ＧＨＰ-４
停電対応型GHP 56kW

敷地内ガス管敷設工事費を按分する場合は、
①補助対象、②補助対象外、③共用配管を色分けし、

それぞれの区分を明確にすること

Ｍ

専用ガス計測装置は
必ず記載すること

専用ガス計測装置は
必ず記載すること
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（別紙8-1）

7 年 月 日

御中

11 見積書、見積内訳書の電子データ（EXCELファイル）も提出すること

8 見積書には、見積有効期限、納期または工期、支払条件の項目を必ず記載すること

9 按分計算にて補助対象範囲を算出した場合、根拠資料を添付すること

10 「諸経費」の項目を計上する場合、必ず内訳を記載すること（例：見積上のどの項目に対し〇％等）

4 見積書作成の際は、別紙8-2「見積作成時の注意事項」に記載の内容を遵守すること

6 出精値引き、値引き等の表記はせず、値引き後の金額を見積内訳に記載すること

7
見積項目ごとに、補助対象経費と対象外の区分を明確にすること

補助対象経費の合計を明示すること

※補助対象範囲について、見積依頼者の確認を受けること

見積区分は、設計費、既存設備撤去費、新規設備機器費、新規設備設置工事費、敷地内ガス管

敷設費の区分に分類することまた、区分毎に補助対象と対象外を明確にすること

3

見積範囲・導入設備仕様

引き合い仕様書、添付資料の通り

13 発注先に指名停止企業等が含まれていないかを下記の経済産業省HPにて確認のこと
URL:https://www.meti.go.jp/information_2/downloadfiles/shimeiteishi.pdf

12 業務遂行にあたり100万円を超える委託・外注費については、金額並びに発注内容を記載すること

見積件名 ＣＧＳ更新工事

見積書提出期限 令和７年７月２３日

引き合い仕様書 有り 無し

添付図面 有り

納入場所 虎ノ門リゾート株式会社　虎ノ門ホテル

工期

無し

5
一式50万円以上の見積項目が含まれている場合は見積項目の内訳を記載すること

依頼日：令和 7 9

虎ノ門工業株式会社

見 積 依 頼 書

令和７年９月１日～令和８年１月２９日

虎ノ門ファイナンス㈱

施設管理部　虎ノ門　二郎

(単体で50万円以上の機器は除く)

見積条件

1 見積書に記載する件名は、見積依頼書の見積件名を使用すること

2

Jgrants申請件名を記入する
以後、見積書、契約書、納品書、受領書、請求書、領収書にも同一の名称を使用

原則として、設備所有者が
見積を依頼すること

依頼書は、見積件名ごと、見積依頼先ごとに作成すること

記入例

日付で記入する

（●●営業日以内は不可）

本書式を用いて見積依頼をする場合は、以下いずれかの対応をすること
①本項目に見積範囲や導入設備の仕様を記載する
②引き合い仕様書や図面を添付し、見積範囲を明確にする
※記入例は②のケース

補助対象・補助対象外を明確に区分でき
ない項目は、全て補助対象外とすること

メーカ、型式は、指定しないこと。
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（別紙8-2）

１．補助対象外となる見積項目

２．補助対象経費として計上する場合、補足説明が必要な見積項目

３．敷地内ガス管の按分方法について

　本補助事業で使用する専用配管に加え、補助事業外設備との共通する配管がある場合には、

　原則、断面積比による按分相当額を補助対象経費として計上すること

　※按分計算する際は、敷地内ガス管の補助対象経費算定シートを用いて算定すること

宿泊費
従業員宿泊規定もしくは領収書とその明細の写し、宿泊の利用日
数、利用者数、宿泊地、金額(単価)業務内容を記した資料を実績報
告時に提出すること

一般管理費、諸経費 見積項目●●に対する諸経費▲▲％等の補足を記載すること

端数処理 見積項目●●に対する端数処理の補足を記載すること

交通費
領収書の写しと利用日数、経路、利用者数、金額(単価)、業務内容
を記した資料を実績報告時に提出すること

その他、その他○○ 見積項目として表現が曖昧なため

出精値引き、値引き 値引き後の金額を見積内訳に記載すること

見積項目 解説

振込手数料 -

雑○○,副〇〇,仮○○ 見積項目として表現が曖昧なため(仮復旧、仮移設は対象)

○○等,○○一式 補助対象外の項目が含まれている可能性があるため

通信費 通信運搬費（書類等）を含む

燃料費 電気、ガス、水道、燃料等

消耗品 10万円以下は補助対象

外構工事 植栽撤去・新設、フェンスなど

排水ピット 排水構、配管ピット(建屋の一部扱いのため）

他用途に転用できる項目 消火器、柵、屋外照明等

地盤改良工事 杭打ち、土壌改良、整地など

建屋ならびに建屋に付属する設備
建屋（部品倉庫、電気室、制御室等）ならびに建屋に付属する設備
（建屋の給排気設備、消火設備、照明、空調、防音）

仮設事務所 部材置場の建設費もしくは使用料を含む

見積作成時の注意事項

見積項目 解説

事前調査費 見積作成費用、基本設計費、現場測量費など
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（別紙8-3）
見積番号：　○○○○○○○○

　　　令和○年○○月○○日

御見積書
宛先 会社名

件名 住所

引渡場所

納期

見積有効期限 TEL:

支払い条件 FAX:

見積金額：
上記金額に消費税は含みません。

番号 品名 数量 単位 単価(円) 金額(円)
内訳総括表

1 設計費
1-1 補助対象 1 式
1-2 補助対象外 1 式

合計
（補助対象　小計）

2 既存設備撤去費
2-1 補助対象 1 式
2-2 補助対象外 1 式

合計
（補助対象　小計）

3 新規設備機器費
3-1 補助対象 1 式
3-2 補助対象外 1 式

合計
（補助対象　小計）

4 新規設備設置工事費
4-1 補助対象 1 式
4-2 補助対象外 1 式

合計
（補助対象　小計）

5 敷地内ガス管敷設費
5-1 補助対象 1 式
5-2 補助対象外 1 式

合計
（補助対象　小計）

合計
（補助対象　合計）

区分毎の補助対象経費と補助対象外経費を明確にすること

件名は見積依頼書と一致させること

作成例

※見積書の書式を、本書式に限定するものではありません

見積提出期限内であることを

確認すること

見積項目は、１．設計費 ～ ５．敷地内ガス管敷設費の

５区分に分けて記載すること

５区分における、補助対象経費、補助対象外経費、合計金額

をまとめた内訳総括を表紙、または内訳書に記載すること
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【参考資料12】
敷地内ガス管の補助対象経費算出方法

１．考え方

２．算出手順

１．ガス配管敷設工事で対象設備と対象外設備が混在する場合、ガス管断面積比按分にて算出します。
見積もりパターンにより算出方法が異なりますので、申請物件の見積書方式をご確認ください。

２．見積方式の種類により以下の２パターンの計算シートを用意してありますので、適応する計算シートを
使用して経費を算出します （見積方式の確認は下図計算例参照）。
（１）区分ごとに積算されている場合 → 「区分見積」計算シートを使用

（２）区分がなく全体で積算されている場合 → 「一括見積」計算シートを使用

３．当センターホームページで公開されている「敷地内ガス管の補助対象経費算定シート」ファイルの【記入例】

を参考に、該当する見積シートへ入力して補助対象経費を算出してください。

（お願い）入力時には計算結果が見積書の配管延長数、金額が一致することを確認願います。

（１）ガス事業者様にてガス配管工事見積と同時に「ガス配管アイソメ図」を作成

（２）アイソメ図から末端から付番

（２）当センターホームページ公開の「敷地内ガス管の補助対象経費算定シート」に入力

（算定シートは見積方法別に「区間見積パターン」「一括見積パターン」の2種類あります）

見積方法別「敷地内ガス管の補助対象経費算定シート」事例

「算定シート」は見積方法により次のいづれかになります。（計算結果に若干の差異がでることがあります）

選定シート入力は「ガス配管アイソメ図」「ガス配管系統図」の数値がもとになります。

（「ガス配管アイソメ図」「ガス配管系統図」の事例は添付資料をご覧ください）

敷地内ガス管の補助対象経費算定（一括見積）
年度 1,200,000
R 4

区間 適用 配管a 配管b 管種 口径(A) 延長(m) 口径×延長 割合 区間割振費用(円) 実断面積(cm2) 対象断面積(cm2) 補助対象経費(円)
１ 専用 G 25 3.0 75.0 8.2508% 99,009.6 6.0 5.9800 99,009.6
２ 専用 G 25 2.0 50.0 5.5006% 66,007.2 6.0 5.9800 66,007.2
３ 専用 G 25 3.0 75.0 8.2508% 99,009.6 6.0 5.9800 99,009.6
４ 専用 G 32 2.0 64.0 7.0407% 84,488.4 10.0 10.0000 84,488.4
５ 対象外 G 25 5.0 125.0 13.7514% 165,016.8 6.0 0.0000 0.0
６ 共用 4 5 G 40 3.0 120.0 13.2013% 158,415.6 13.6 8.5106 99,133.2
７ 共用連続 4 5 G 50 8.0 400.0 44.0044% 528,052.8 22.0 13.7672 330,445.8
８

合計 909.0 100.0000% 1,200,000.0 補助金対象額 778,093.8

補助対象経費（円） 778,093

敷地内ガス管敷設費（円）

敷地内ガス管の補助対象経費算定（区間見積）
年度 1,200,000
R 4

区間 適用 配管a 配管b 管種 口径(A) 延長(m) 区間割振費用(円) 実断面積(cm2) 対象断面積(cm2) 補助対象経費(円)
1 専用 G 25 3.0 100,000.0 6.0 5.9800 100,000.0
2 専用 G 25 2.0 100,000.0 6.0 5.9800 100,000.0
3 専用 G 25 3.0 150,000.0 6.0 5.9800 150,000.0
4 専用 G 32 2.0 200,000.0 10.0 10.0000 200,000.0
5 対象外 G 25 5.0 285,500.0 6.0 0.0000 0.0
6 共用 4 5 G 40 3.0 174,500.0 13.6 8.5106 109,198.5
7 共用連続 4 5 G 50 8.0 190,000.0 22.0 13.7672 118,898.5

合計 1,200,000.0 補助金対象額 778,097.0

補助対象経費（円） 778,097

敷地内ガス管敷設費（円）
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（別紙9）

和暦 年 月 日

【作成上の注意点】
※　地方自治体の場合は、役員名簿は作成不要

※　共同申請の場合は、各社分の役員名簿を作成すること

役員名簿

氏名ｶﾅ 氏名漢字
生年月日

会社名 役職名

※会社・事業所のパンフレット、履歴事項全部証明書、前年度財務諸表、非営利団体につい
てはそれらを証明する書類を添付すること

半角英字

大正：T
昭和：S
平成：H

申請時時点の役員名簿を提出すること
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住 所

氏 名

フリガナ

商号・名称
（会社等の名前）

本店・主たる事務所

（会社等の住所）

収入印紙欄

交 付 通 数 交 付 枚 数 手 数 料

窓口に来られた人

（申 請 人）

受 付 ・ 交 付 年 月 日

収 入

印 紙

収 入

印 紙

収
入
印
紙
は
割
印
を
し
な
い
で
こ
こ
に
貼
っ
て
く
だ
さ
い
。

（
登
記
印
紙
も
使
用
可
能
）

（乙号・６）

登 記 事 項 証 明 書
登 記 簿 謄 抄 本 交付申請書

会社法人等番号

請求通数請 求 事 項

①全部事項証明書（謄本）
□ 履歴事項証明書 (閉鎖されていない登記事項の証明）

□ 現在事項証明書 (現在効力がある登記事項の証明）

□ 閉鎖事項証明書 (閉鎖された登記事項の証明）
通

②一部事項証明書（抄本）

□ 履歴事項証明書

□ 現在事項証明書

□ 閉鎖事項証明書

通

※ 必要な区を選んでください。

※ 商 号 ･ 名 称 区 及 び

会 社 ･ 法 人 状 態 区

は ど の 請 求 に も
表 示 さ れ ま す 。

③□代表者事項証明書 (代表権のある者の証明）

※２名以上の代表者がいる場合で，その一部の者の証明のみを請求するとき

は，その代表者の氏名を記載してください。（氏名
通

通

④コンピュータ化以前の閉鎖登記簿の謄抄本
□ コンピュータ化に伴う閉鎖登記簿謄本

□ 閉 鎖 謄 本（ 年 月 日閉鎖）

□ 閉鎖役員欄（ 年 月 日閉鎖）

□ その他（

会社法人用

□ 株式・資本区

□ 目的区
□ 役員区

□ 支配人・代理人区

□ その他（ ）

）

）

※ 必要なものの□にレ印をつけてください。

※ 太枠の中に書いてください。

概要記録事項証明書

⑤概要記録事項証明書
□ 現在事項証明書（動産譲渡登記事項概要ファイル）

□ 現在事項証明書（債権譲渡登記事項概要ファイル）
□ 閉鎖事項証明書（動産譲渡登記事項概要ファイル）

□ 閉鎖事項証明書（債権譲渡登記事項概要ファイル）

※請求された登記記録がない場合には，記録されている事項がない旨の証明書が発行されます。 通

※２名以上の支配人・参事等がいる場合で、その一部の者のみを請求すると

きは、その支配人・参事等の氏名を記載してください。

（氏名 ）

※現在効力がある登記事項に加えて，当該証明書の交付の請求があった日の３年前の日の

属する年の１月１日から請求があった日までの間に抹消された事項等を記載したものです。

※当該証明書の交付の請求があった日の３年前の属する年の１月１日よりも前に

抹消された事項等を記載したものです。

（地方）法務局 支局・出張所 年 月 日 申請

東京都千代田区九段南一丁目１番15号

コ ウ ノ タ ロ ウ

甲 野 太 郎

法 務 商 事 株 式 会 社

東京都千代田区霞ヶ関一丁目１番１号

0 1 0 1－0 1－0 0 0 0 0 1

※分かっている場合には，記載してください

レ

１

※証明書発行請求機が設置されている登記所においては，発行請求機を操作することにより本交付
申請書を作成することができます。その場合には，本交付申請書を記載していただく必要はありません。
詳しくはhttp://www.moj.go.jp/MINJI/minji11.html（法務省ホームページ）を御覧ください。
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（別紙10）

御中

  当該供給先に対し、中圧導管又は耐震性を向上させた低圧導管等によって、ガスを供給中、又は供給する見込み

であることを以下の通り証明します。

：

：

：

：

入替もしくは、新規（供給見込み）の場合

添付資料

中圧供給（中間圧含む） 耐震性を向上させた低圧導管

既存（供給中）
入替不要

既存（供給中）
入替要

新規
（供給見込み）

7 10 月 31 日

（会社名）

（部署）

（住所）

ガス工事期間 令和 7 年 10 月 1 日 ～ 令和

ポリエチレン管

なし

なし

(見込み)

(見込み)

年

令和 月 9

供給証明書（検討結果）

供給方式

虎ノ門リゾート㈱

年7 7 日

虎ノ門ガス株式会社

導管部　部長　有楽町　太郎

東京都港区新橋３－７－９

供給状況

供給先名称 虎ノ門リゾート株式会社　虎ノ門ホテル

ガスメーターの写真
（本体、銘板）

※別添可

供給先住所

（既存）
ガス管の材質

(入替後または新規)
ガス管の材質

 施設の前面道路の本・支管の材質

 施設への供給管（引込管）の材質

ポリエチレン管

 施設の前面道路の本・支管の材質

 施設への供給管（引込管）の材質

東京都港区新橋3-7-9

チェック

供給開始時期

ガスメーターの写真（本体・銘板）　※新規供給見込みの場合は不要

アイソメ図　※新規供給見込みの場合は不要

添付資料

令和 7 年

導管図　※新規引き込みの場合、引き込み予定箇所をマーキングすること

月 1 日12

ガスメーター本体と銘板の写真を添付。

・不使用管は新規(供給見込み)を選択

・既存、供給中でも、本申請と別系統

であれば、新規(供給見込み)を選択

〇ガス導管事業者または、

ガス小売事業者

〇捺印の有無については

導管事業者の方針に基づ

きご記載ください。申請者（設備使用者）

中圧供給の場合、プルダウンから「－」を選択

低圧供給等の場合、プルダウンから管種を選択

新規供給見込みは、ガス工事期間、供給開始時期の予定を記入すること

該当箇所にチェック
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（１）実施場所
（ )

（２）浸水想定区域の該非確認
①ハザードマップポータルサイトにて、当該施設における浸水洪水想定区域（計画規模）の該非について確認

②　”該当する”場合は、（３）へ

③　”該当しない”場合は、完了。添付書類を添えて提出

（３）施設の役割　
①地域防災計画または協定書等の内容を確認し、対応可能な災害種別を選択、記入してください。

②浸水エリアであり、洪水を含まない避難所の場合は完了。

③浸水エリアであり、災害種別が”洪水”もしくは”洪水を含む”避難所である場合は（４）へ

（４）浸水対策

（５）添付資料

*災害種別が”洪水のみ”もしくは”洪水を含む”避難所であり、水害時に避難所を開設する場合は水害対策を講じた内容を記載すること

*災害種別が”洪水のみ”もしくは”洪水を含む”避難所であり、水害時に避難所の開設行われない場合は自治体との協議内容を記載する
事

避難所等における災害種別および立地確認書

　該当しない

想定浸水深

洪水浸水想定区域（計画規模）
の該非

住所

施設名称

105 - 0004

～ ０．５ｍ

　該当する

東京都港区新橋３－７－９

虎ノ門リゾート株式会社　虎ノ門ホテル

締結状況 対応可能な災害種別

ウ_避難所 締結済み

火災 高潮土砂 地震洪水

添付資料

機器配置図

ハザードマップ

チェック

【記入例①　（浸水深：～０．５ｍ、設備設置位置：３F屋上の場合）】
・補助対象設備(停電対応型CGS)の設置予定位置を、想定浸水深の影響を受けない３F屋上と
する

【記入例②　（浸水深：～０．５ｍ、設備設置位置：１FＧＬの場合）】
・想定浸水深の最大値（０．５ｍ）を超えるレベルまで、補助対象設備(停電対応型GHP)の基礎
の嵩上げを行う

浸水対策

補助対象設備
設置予定場所

その他

○ 火山○ ○ ○

想定浸水深

災害時における
当該施設の役割

３F　屋上～ ０．５ｍ

― ―

協定の内容

補助対象設備を導入する施設が、

洪水浸水想定区域内（計画規模）に位置しているか

確認の上、該当項目にチェックを入れること

・対応可能な災害種別の記入内容は、防災計画や協定書の

内容と整合を取ること

・「災害発生時における避難所」等、包括的な災害協定を締

結している場合、その他を除く全てに「〇」を記入すること

・協定締結見込みの場合は、自治体との協議内容に則した

内容とすること

想定浸水深は、ハザードマップの検索結果を記入すること

国土交通省が運営するポータルサイト「重ねるハザードマップ」にて

確認したハザードマップを添付すること
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（別紙12）
年 月 日

一般社団法人
都市ガス振興センター　御中

選定理由

    

見積件名 ○○工事

発注予定先 □□社

提出理由

令和

発注先選定理由書

申請者

注）本理由書を使用する場合は、事前に都市ガス振興センターへ
必ず問合せください。

センター内の審査で合理的理由として認められない
場合、補助金額の確定作業において、該当部分を
補助の対象から除外する場合があります。

合理的理由として原則認められない例
・導入したい設備の代理店なので
・メーカーに直接見積を取るのが最も安価だから
・構内業者だから
・施工の信頼性が高いから
・対応が早いから

99



（別紙28)

令和 年 月 日

一般社団法人　都市ガス振興センター　御中

申請者

１．補助事業完了時までに、従業員の平均賃金支給額を増額いたします。

２．実績報告時には、賃上げを行ったことを証明する書類を提出いたします。

令和　年　　月　　日

法人名

代表者名

印

受 理 番 号 （センターで記入）

以上

（法 人 名）

（代表者名）

（住　　所）

令和７年度災害時の強靱性向上に資する天然ガス利用設備導入支援事業費補助金

賃金引上げ計画の表明書

令和７年度災害時の強靱性向上に資する天然ガス利用設備導入支援事業費補助金を
申請するにあたり、下記のとおり令和　年度に賃金引上げを行う事を誓約いたします。

記

共同申請の場合、

設備所有者が提出すること

jGrantsにファイルを添付該当する場合の提出
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（別紙29)

令和 年 月 日

一般社団法人　都市ガス振興センター　御中

申請者

令和　年　　月　　日

法人名

代表者名

印

受 理 番 号 （センターで記入）

  以上

（法 人 名）

（代表者名）

（住　　所）

令和７年度災害時の強靱性向上に資する天然ガス利用設備導入支援事業費補助金

地域未来牽引企業等事業者表明書

　令和７年度災害時の強靱性向上に資する天然ガス利用設備導入支援事業費補助金を申請するにあたり、
下記記載の制度の対象事業者であることを表明いたします。

記

　   １．地域未来牽引企業としての「目標」を経済産業省に提出している事業者

　   ２．地域未来投資促進法に基づく地域経済牽引事業計画（公募締切日が当該計画の実施
          期間であるものに限る）を作成し、都道府県からの承認を受けている事業者

   ※２．を選択した場合は、都道府県知事が発出する地域経済牽引事業計画の承認通知文の
　　　　 写しをあわせて提出すること。

共同申請の場合、

設備所有者が提出すること

jGrantsにファイルを添付該当する場合の提出
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（別紙30)

令和 年 月 日

一般社団法人　都市ガス振興センター　御中

申請者

令和　年　　月　　日

法人名

代表者名

印

以上

（法 人 名）

（代表者名）

（住　　所）

令和７年度 災害時の強靱性向上に資する天然ガス利用設備導入支援事業費補助金

ワーク・ライフ・バランス等推進事業者表明書

　令和７年度災害時の強靱性向上に資する天然ガス利用設備導入支援事業費補助金を申請するにあたり、
下記記載の制度の対象事業者であることを表明いたします。

記

　   １．ワーク・ライフ・バランス等推進に有効な認定を受けている事業者
　　　・健康経営優良法人（経済産業省）
　　　・くるみん認定・プラチナくるみん認定・トライくるみん認定（厚生労働省）
　　　・ユースエール認定（厚生労働省）等
 　  ※上記の場合は、認定を受けていることを証明する認定書の写し等をあわせて
　　　 提出すること。

受 理 番 号 （センターで記入）

共同申請の場合、

設備所有者が提出すること

jGrantsにファイルを添付該当する場合の提出
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【参考資料14】
7 年 月 日

１．契約者名

２．リース期間

※リース期間（年数）が耐用年数未満の場合は、契約書に再リースの記載が必要。

３．物件代金、リース料、リース料率（補助金なし）

４．物件代金、リース料、リース料率（補助金あり）

※物件代金の調達金利は補助金を取得しても上昇することはありません。

５．補助金相当額

６．添付資料

・契約書（案）の写し

③リース料率 ＝(②/①)×100 0.56 ％

担当者名 新橋　次郎

Ⅰ－Ⅱ 20,000,000 円

会社名 虎ノ門ファイナンス㈱

①物件代金（税抜） 28,600,000 円 Ⅱ

②月額リース料（税抜） 158,888 円

②月額リース料（税抜） 270,000 円

③リース料率 ＝(②/①)×100 0.56 ％

月

①物件代金（税抜） 48,600,000 円 Ⅰ

リース開始予定月 令和 7 年 12

21

契約金額に関する料金計算書

〇〇〇㈱

リース期間（月数） 180 ヶ月

リース期間（年数） 15 年

令和 4

リース期間と開始予定月を記入

補助金が交付されない場合の金額を記入

自動計算

賃貸人の社名および担当者名を記入

様式２＿４．補助事業担当窓口に記載する

社名および担当者名とすること

賃借人の社名を記入

補助金が交付される場合の金額を記入
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（別紙13）　

項　　目 確認

１．交付申請書
１－１ 「申請日」は、公募期間内（4月25日～5月26日）となっているか

２．実施計画書
２－１

２－２

２－３

２－４

２－５

２－６

２－７

２－８

２－９

２－１０

２－１１

２－１２

２－１３

２－１４

２－１５

２－１６

２－１７

３．発注計画書
３－１

３－２

３－３

３－４

４．補助事業方式の設備に関する仕様
４－１

４－２

４－３

４－４

５．補助事業方式の設備に関する図面
５－１

５－２

５－３

６．見積依頼書、見積書の写し
６－１

６－２

６－３

６－４

６－５

６－６

６－７

７．会社情報
７－１

７－２

７－３

８．避難所として協定を締結していることが証明できる書類の写し
８－１

８－２

９．中圧導管または耐震性を向上させた低圧導管でガス供給を受けていることを示す書類
９－１

９－２

１０．該当する場合に添付が必要な書類
１０－１

１０－２

１０－３

１０－４

※該当しない項目にも「－」を記入し、空欄を作らないこと

補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金交付申請額は見積書と整合性がとれ、正しく算出されているか

交付申請時提出書類チェックリスト

実施場所住所、最寄駅またはバス停、施設名称、施設の所有者は正しく記載されているか

実施計画書に補助事業の具体的な内容は正しく記載されているか

請負会社等への支払いは該当項目にチェックしているか

共同申請の場合、社名、役割等が記載されているか

設備詳細に計算シートによる計算結果が記載されているか

ＣＯ2排出削減量およびＣＯ2削減率の計算は正しいか（停電対応型ＣＧＳのみ）、費用対効果の計算は正しいか

災害時の対応能力について、正しくチェック・選択され、審査事項整理表、供給証明書(検討結果)が添付されているか

「補助事業の開始予定日」は請負会社等との契約予定日となっており、「発注計画書」の記載と合致しているか

「補助事業の完了予定日」は請負会社等への支払い完了予定日(令和8年2月27日以前）となっているか

都市ガス導管事業者が適切に記載されているか

計算シートが添付されているか、入力している内容・数値は正しく記載されているか（停電対応型CGSのみ）

各経費の欄に金額がない場合は、空欄とせず０と記載されているか

補助事業者の概要欄に「業種」「資本金」「従業員」が記入されているか

資金調達計画の補助金と補助金交付申請額が一致しており、補助事業に要する経費と合計額が一致しているか

国からの他の補助金と重複する（予定含む）場合はチェック及び補助金名が記載されているか

「地図」「審査事項整理表」「申請金額整理表」「補助事業に要する経費と補助対象経費の差額が分かる資料」を添付しているか

共同申請の場合、別紙3 申請者別経費等内訳、別紙4 申請者別資金計画、役割分担体制表は添付されているか

「補助事業の開始予定日」から「完了予定日」までのスケジュールが明記されているか

「補助事業の開始及び完了予定日」は「様式第２_実施計画書」の記載と合致しているか

「補助事業の開始予定日」（請負会社等との契約予定日）が交付決定予定日以降であるか

「補助事業の完了予定日」（請負会社等への支払い完了予定日）は令和8年2月27日以前であるか

メーカー、型式、定格能力等を明記した仕様書やカタログ等の写しがあるか

経費区分毎の補助対象経費、補助対象経費合計が記載されているか、補助対象を明確にしているか

計算シートの計算根拠および想定稼働データ（熱と電気）が添付されているか（停電対応型CGSのみ）

室内機接続確認シートが添付されているか（停電対応型GHPのみ）

全体図・配置図・システム図・単線結線図が添付され、色分け等により補助対象部分が明記されているか

敷地内ガス配管の口径、延長、分岐等が明記されている平面図・アイソメ図が添付されているか

対象設備の運転状況を確認するために必要な専用の計測装置が明示されているか

見積依頼書の写しは添付されているか、機器仕様および工事内容は十分に表現されているか

見積依頼書に記載した内容は、メーカ指定や数量指定をしていないか

見積書に日付の記載があるか

見積書の件名は、見積依頼書と同じになっているか

見積書の宛名が申請者の法人名と同一であるか

指定された経費区分に分かれているか

［リース、エネルギーサービス、賃貸借等による申請］ 内容に関する契約書(案可)の写し、料金計算書等

［支払委託契約による申請］ 支払委託契約書(案可)の写し

［競争入札によらずに発注先選定する場合］ 発注先選定理由書（認められた場合のみ）

必要な追加書類

会社・事業所のパンフレット・役員名簿が添付されているか

履歴事項全部証明書のコピー、および前年度の財務諸表が添付されているか

地方自治体等及び非営利民間団体にあっては、それらを証明する書類が添付されているか

防災計画指定等の施設であることが分かる証明書類や契約書の写しが添付されているか

既存設備のガス導管図面（引込(予定)箇所及び本支管・供給管(引込管)の材質が分かるもの）、ガスメーター及び銘板の写真等が添付されているか

都市ガス会社が発行した供給証明書(検討結果)の写しが添付されているか

避難所等における災害種別および立地確認書およびハザードマップが添付されているか
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（別紙14）

1 ：

2 ：

Ⅰ ：

Ⅱ ：

Ⅲ ：

Ⅳ ：

Ⅴ ：

Ⅵ ：

Ⅶ ：

Ⅷ ：

○ ：

○ ：

○ ：

○ ： 賃金引上げ計画の表明書（別紙28）

○ ： 地域未来牽引企業等事業者表明書（別紙29）

○ ： ワーク・ライフ・バランス等推進事業者表明書（別紙30）

Ⅸ ：

補助事業方式の設備に関する仕様

交付申請書　目次

交付申請書（様式第１－１）

実施計画書（様式第２－１）

審査事項整理表（別紙1）

申請金額整理表（別紙2）

補助事業に要する経費と補助対象経費の差額が分かる資料

案内図

役割分担を示す体制表

補助事業に要する経費等の申請者別内訳について（別紙3）

申請者別の資金調達計画について（別紙4）

発注計画書（別紙5）

支払委託契約書（案可）の写し

発注先選定理由書（別紙12）

交付申請時提出書類チェックリスト（別紙13）

補助事業方式の設備に関する図面

見積依頼書、見積書の写し（別紙8-1～3）

会社情報（パンフレット、 役員名簿（別紙9）、履歴事項全部証明書、財務諸表）

避難所として協定を締結していることが証明できる書類の写し

供給証明書（別紙10）

リース・エネルギーサービス・賃貸借等に関する契約書（案可）の写しと料金計算書等

避難所等における災害種別および立地確認書（別紙11）

その他の資料

必要に応じて、項目を追加または削除して作成してください
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【参考資料15】

◇ 交付申請書ファイリング例
    

令
和
七
年
度
○
○
○
○

○
○
○
○
○
○
○
○

補助事業者（法人名）
共同申請の場合は

全ての事業者名を記入。

令
和
七
年
度

「
災
害
時
の
強
靱
性
向
上
に
資
す
る
天
然
ガ
ス
利
用
設
備
導
入
支
援
事
業
費
補
助
金
」

交
付
申
請
書

（

事
業
者
名

）

＊ Ａ４、２穴のパイプ式ファイル（左右両開きのドッチファイル）を使用
＊ 追加資料添付を考えて少し幅に余裕が有るファイルを選定
＊ 原則、クリアポケット・クリアファイルは使用しない
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◇ 交付申請書ファイリング例

以下、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ、・・・と続く。
（Ⅰの要領に準ずる）

交
付
申
請
書

交付申請書 目次

Ⅰ 発注計画書

Ⅱ            ・

・

・

・

Ⅶ 供給証明書

Ⅷ 申請時チェックリスト

Ⅰ 発注計画書
Ⅰ

Ⅱ

項目を記載のこと。

＊各書類（補助事業実績報告書含む）は、２穴綴じとするこ
と。原則、クリアポケット・クリアファイルは使用しないこと。

資料に直接インデッ

クスを貼付しないこ
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